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一般社団法人日本観光研究学会 研究分科会規程 
 

（総則・目的） 

第１条 一般社団法人日本観光研究学会定款１章、第５条（３）に定める調査及び研究事業の

ひとつとして、会員からの申請により研究分科会を設置し、本学会から研究費を補助

する。研究分科会の申請､採用､成果報告､研究費補助等については、この規程の定め

るところによる。 

第２条 本学会研究分科会(以下、分科会)は、新しい観光研究の視座の提示、または、観光を

めぐる萌芽的な活動の分析・把握、これら成果の学会員への発信・還元による観光研

究の活性化を目的とする。 

 

（研究組織） 

第３条 分科会は、次のような「研究組織」が共同研究を行うものとする。 

1 「研究組織」は「研究代表者」と「研究分担者」からなる複数名のメンバーで構

成する。 

2 「研究代表者」は１名とし、研究分科会の申請時に会費を滞納していない正会員

であることを要する。 

3 「研究組織」の３分の２以上が、申請年度までの会費を滞納していない正会員で

あることとする。 

4 「研究組織」のメンバーは、他の分科会の「研究組織」を兼務してはならない。 

5 「研究代表者」「研究分担者」の申請年度内の変更（交代、または追加や削除）

は原則認めない。研究執行上、やむを得ない場合には、理由書とともに変更した

申請書を提出し、学会賞等審査委員会および理事会で審査した上で、適切であれ

ば認める。 

 

（研究期間、研究費補助額） 

第４条 分科会への研究費補助額と採用期間は次のとおりとする。 

1 １分科会に対して、年間20万円を上限とする。 

2 分科会の研究は年度単位で行い、採用期間は３年以内とする。 

 

（分科会の申請と採用） 

第５条 分科会で研究を行おうとする会員は、次のように申請書を提出する。 

1 新規に分科会を実施しようとする者は、所定の「新規申請書」に必要事項を記入

し、期日までに提出しなければならない。 

2 前年度に引き続いて分科会を継続実施しようとする研究代表者は、毎年度、所定

の「継続申請書」に必要事項を記入し、期日までに提出しなければならない。前

年度に引き続いて分科会を継続実施しようとする場合、研究代表者の交代および

研究分担者の変更は認めるが、研究期間を新規申請時より延長して申請すること

はできない。 

3 同様のテーマで科研費等の研究助成に採択された場合には､継続申請は辞退する。 

第６条 申請書に基づき学会賞等審査委員会および理事会で厳正かつ公平に審査し、採用する

分科会を決定する。 
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1 各年度に採用する分科会は５件以内とする。 

2 継続申請する分科会については、年度ごとに学会賞等審査委員会および理事会で

成果を精査し、この評価に基づき継続の可否を厳正かつ公平に審査する。中間段

階でも第２条の目的に照らして評価し、評価が低い場合には、研究期間途中の１

～２年度で補助を打ち切ることがある。 

3 採用、非採用に関わらず、審査結果はすべての分科会に連絡するが、選考理由に

ついては公表しない。 

4 採用された分科会についても、学会賞等審査委員長は、上記審査結果に基づき指

導することができる。 

 

（分科会成果の会員への還元） 

第７条 分科会は次のような活動報告や成果発表により、成果を会員に還元しなければならな

い。 

1 分科会は、別途定める「研究費補助申請・成果報告等実施要領」にしたがい、『観

光研究』への掲載により、活動報告を行わなければならない。その他、研究懇話

会等での報告を求める場合もあり、できるだけ応じる義務を負う。 

2 活動報告が行われない場合、執行済み研究費補助金を全額返還しなければならない。 

3 研究成果を広く会員に提供するため、『観光研究』や『全国大会学術論文集』へ

学術論文としての自発的な投稿・発表や、全国大会時のワークショップ開催等を

推奨する。 

 

（研究費補助の執行） 

第８条 研究費補助は、次のとおり執行する。 

1 研究費補助は、年度末に一括して支払う。 

2 分科会は、研究費補助の執行にあたり、別途定める「研究費補助申請・成果報告

等実施要領」にしたがい、適切に領収書等の保管・整理を行う。 

3 「領収書」への不正が発覚した場合は、一切の研究費補助を行わず、次年度の

分科会申請を認めない。 

第９条 研究費補助の対象は、消耗品、図書・資料費、旅費、通信費、印刷費、人件費（アル

バイト代金など）、講師等への謝礼金、会議費等であり、詳細は別途「研究費補助申

請・成果報告等実施要領」に定める。 

1 本学会総会および全国大会への参加や学術論文発表、これらの開催時に行う分科

会集会への旅費は補助の対象として認めない。 

 

（その他） 

第10条 分科会での研究成果を外部に公表・公開する場合は、「日本観光研究学会研究分科会」

による研究活動の成果であることを明記し、刊行物の１部を一般社団法人日本観光研

究学会事務局に送付する。 

 

（規程の改廃） 

第11条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 
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2005年 7月25日 研究分科会規約決定 

2016年 4月15日 研究分科会規約改定 

2018年 5月16日 研究分科会規約を廃止・研究分科会規程として決定 

2022年 5月14日 改定（一般社団法人化に伴う） 

 


